
■議案第６４号 四万十町ケーブルネットワーク条例の一部を改正する条例につい

て 

【要旨】 

 四万十町ケーブルネットワークは、平成２３年４月に町全域で開局し、地上デジ

タル放送の再放送、インターネット・ＩＰ電話等の通信サービス、災害時の緊急通

報、地域情報の発信に加え、携帯電話不感地域の解消等に利活用しています。 

管理運営については、公益財団法人四万十公社に指定管理を行っており、加入率は

平成２５年９月現在で約８９％となっています。 

 

【改正の内容】 

四万十町ケーブルネットワーク条例の一部改正について、加入者からの申込により

引込工事を行う際、幹線ケーブルを延伸する必要がある場合に、その経費の２分の１

を加入者の実費負担とします。また、加入者宅への引込工事についても、引込線が 100m

を超える場合、その超えた部分に要する費用について実費負担とします。 

いずれの場合も、通常の工事より多くの経費が必要（伝送路がない場所に引込工事

が必要）となり引込工事費２万円を超える部分について、現状では町が負担している

状況ですが、このような工事費用を町が負担することは近隣自治体の実態と比較し

ても適当ではないため、加入者に一部負担を求めます。 

 

【新旧対照表】 

改正後 改正前 

（用語の定義） （用語の定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) クロージャー 光ファイバーケーブル

網の幹線から加入者宅に分岐するための設

備をいう。 

(１) クロージャー 光ファイバーケーブル

網の幹線から加入者宅に分岐するための設

備をいう。 

(２) ＯＮＵ 光ファイバーケーブル網の終

端に設置する、光信号をデジタル信号に変

換するための装置をいう。 

(２) ＯＮＵ 光ファイバーケーブル網の終

端に設置する、光信号をデジタル信号に変

換するための装置をいう。 

(３) セットトップボックス（ＳＴＢ） デ

ジタル放送及び有料チャンネルを受信する

ため、宅内に設置する町が指定する受信機

をいう。 

(３) セットトップボックス（ＳＴＢ） デ

ジタル放送及び有料チャンネルを受信する

ため、宅内に設置する町が指定する受信機

をいう。 

(４) 幹線ケーブル 情報センターから加入

者宅直近のクロージャ―までを結ぶ光ファ

 



改正後 改正前 

イバーケーブルをいう。 

(５) 引込工事 クロージャーからＯＮＵま

での光ファイバーケーブル引込線の配線工

事及び接続工事をいう。 

(４) 引込工事 クロージャーからＯＮＵま

での光ファイバーケーブル引込線の配線工

事及び接続工事をいう。 

(６) 宅内工事 ＯＮＵからの宅内配線、受

信機の接続及び調整をいう。 

(５) 宅内工事 ＯＮＵからの宅内配線、受

信機の接続及び調整をいう。 

(７) 宅内設備 利用者が放送通信サービス

を利用するために使用するセットトップボ

ックス、デジタルチューナー及び家屋に附

属するＯＮＵ並びに告知放送端末機をい

う。 

(６) 宅内設備 利用者が放送通信サービス

を利用するために使用するセットトップボ

ックス、デジタルチューナー及び家屋に附

属するＯＮＵ並びに告知放送端末機をい

う。 

(８) 告知放送端末機 緊急放送など、音声

告知を提供するため、加入者宅に設置する

機器をいう。 

(７) 告知放送端末機 緊急放送など、音声

告知を提供するため、加入者宅に設置する

機器をいう。 

(９) 指定業者 引込工事又は宅内工事を行

うことができる業者で、町長が指定したも

のをいう。 

(８) 指定業者 引込工事又は宅内工事を行

うことができる業者で、町長が指定したも

のをいう。 

（引込工事等に要する費用負担） （引込工事等に要する費用負担） 

第11条 加入者は、引込工事に要する費用とし

て２万円を超えない範囲内で町長が別に定め

る額を負担しなければならない。ただし、自

営柱の建柱、地下埋設、鉄筋コンクリートの

穴あけ等、加入者の敷地内及び宅内において

特別な工事を必要とする場合は、加入者がそ

の費用を負担しなければならない。 

第11条 加入者は、引込工事に要する費用とし

て２万円を超えない範囲内で町長が別に定め

る額を負担しなければならない。ただし、自

営柱の建柱、地下埋設、鉄筋コンクリートの

穴あけ等、加入者の敷地内及び宅内において

特別な工事を必要とする場合は、加入者がそ

の費用を負担しなければならない。 

２ 前項本文の費用を超える額は、町が負担す

るものとする。ただし、法人その他の団体

（事業を営む個人を含む。）である加入者が

当該団体の事業の都合により一定期間に限り

引込工事をする必要が生じる場合は、当該加

入者がその額を負担しなければならない。 

２ 前項本文の費用を超える額は、町が負担す

るものとする。ただし、法人その他の団体

（事業を営む個人を含む。）である加入者が

当該団体の事業の都合により一定期間に限り

引込工事をする必要が生じる場合は、当該加

入者がその額を負担しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、加入者は、引

込工事で敷設する光ファイバーケーブル引込

線が別に定める延長を超えるときは、超える

部分に係る費用を第１項本文の引込工事費に

合算して負担しなければならない。ただし、

 



改正後 改正前 

町長が特別の事由があると認めるときは、こ

の限りでない。 

４ 加入者が引込工事を必要とする場合で当該

加入者宅付近まで幹線ケーブルを延伸する必

要があるときは、加入者は、町長が別に定め

る額を前項に規定する工事費に合算して負担

しなければならない。ただし、町長が特別の

事由があると認めるときは、この限りでな

い。 

 

 


